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「子どもの保健」での、 
S-H 式レジリエンス検査からみた保育学生の自己管理・ 
レジリエンス教育の必要性について 
 
 
                丸 山 真 記 子 
 
１．研究の目的  
社会は日々目まぐるしく変化し、ストレスは多かれ少なかれ常に誰にでも存在するもので
あり、人は日々の生活の中でストレスを受けながら暮らしている。近年、保育者を取り巻く
状況も著しく変化し、疲弊感やストレスなども増えているという指摘がある。子どもを取り
巻く環境を考えると、遊び場や時間の不足、地域や自然環境の様変わり、核家族や少子化に
伴う家族形態の急激な変化などがある。近年、親の就労形態の変容から保育需要、保育業務
量の拡大、業務内容の多様化などにより、保育者の役割はこれまで以上に広範囲で様々な能
力と技能が求められ、責任も重くなっている。その結果、労働時間も長時間化し、肉体的に
も精神的にも負担のかかるものとなっている。 
 保育所保育指針解説書によれば、保育の目標を達成するために、保育士が特に留意すべき
保育の方法について 6 つの事項が示されている。子どもにかかわる事項が 5 つ、保護者との
関係が 1 つである。これら 6 つの留意事項を一人一人の子どもに対応して実践するには豊富
な知識と経験に裏付けされた的確な判断力と行動力及び体力が要求される 1。また、平成 20
年に公示された幼稚園教育要領の解説に示された、学習指導要領などの改善の方向性として
7 点が示されている。幼稚園教育要領の改善基本方針としては 2 点が示され、ねらい及び内
容では、健康・人間関係・環境・言葉・表現の 5 領域に対し新たな方向性が示されている。
指導計画及び教育課程に係る教育時間の終了後などに行う、教育活動などの留意事項におい
ても新たな内容が示されている。これらの内容に対応するには教育者個々の豊富な知識と経
験と長時間にわたって対応できる基礎体力が必要といえる 2。国が示す、これらの内容から、
保育士においても、幼稚園教諭においてもそれぞれが対応する現場で幼児一人一人に対し、
きめ細やかな指導を行うことが求められていることが分かる。また、保護者との関係におい
ても適切な対応が求められている。このように、保育現場では豊富な知識に裏付けされた判
断力と行動力、安定した精神力と長時間労働に対応できる体力が求められている。しかし、
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保育現場では求められる様々な内容に対して対応できず、離職する者が多くなっている。と
くに、新人保育者の早期離職者の問題が顕在化してきている。 
 新人保育者の早期離職に関する調査では、在職期間 3 年未満の退職者がいた園のうち、幼
稚園では 63％、保育所では 81％という離職率を示している。園が把握している新卒退職者
の退職理由は、仕事への適性がない、労働条件が合わない、人間関係、健康上の理由などで
ある 3。新卒 5 年目までの退職に影響を受けた項目としては、職場の方針に疑問を感じたため、
心身の不調のため、職場の人間関係が悪かったため、将来に希望が持てなかったため、休暇
が少なかったため、残業が多かったため、仕事に自信がなくなったための 7 項目があげられ
ている 4。森本ら 5の新人保育者の早期離職に関する調査報告では、結婚を理由とするものが
最も多く、次いで進路変更、身体的な体調不良、精神的な体調不良となっている。進路変更
と身体的・精神的体調不良となった要因としては、責任の重さ、知識能力の不足、職場の人
間関係、過酷な勤務、保護者との人間関係などがあげられている。また、職場定着を困難と
している理由として、卒業時と現場で求める実践能力とのギャップ、精神的な未熟さ、過酷
な労働負担に対する体力不足などがあげられている。田辺 6は、保育学生及び保育経験 5 年
未満の保育者は自身の生活習慣による、健康の意識が保育内容に関連しているとし、保育者
は健康が良好でなくては子どもたちへより良い保育ができないとし、心身ともに健康な子ど
もを育むための保育者の資質について、保育行為に対する保育者の信念や実現の見通しを、
「健康」保育者効力感と定義し検討を行っている。その結果、日常の生活状況と「健康」保
育者効力感との間では、統計的関連性が認められたことから、保育者自身が健康的な生活が
送れているかどうかが、心身ともに健康な子どもを育むことに影響するとしている。島崎 7
は乳幼児期の子どもの発達にとって保育者は重要な役割を担っているとし、保育者自身が健
康でなければよい保育活動ができないとのことから、日常生活における保育者自身の健康と
体力について調査した結果、保育者の仕事の特徴である子どもとの身長差、膝曲げや立ち上
がりの動作、中腰姿勢による腰・膝への負担、おんぶや抱っこなどによる上半身への負担に
よる肉体疲労と精神疲労があるとし、保育者自身の体力が必要であるとしている。保育者自
身が、筋力・腕力、持久力やスタミナなどの肉体的体力と同時に精神力や気力、忍耐力など
の精神的な体力を持ち合わせていることが、子どもへの安全な対応と保護者への対応が可能
であるとしている。林 8 は、業務量の拡大や業務内容の多様化による保育士の疲弊感や疲労
が教育に大きく影響するとし、保育士自身への研究がどのように行われてきたか、日本保育
学会大会発表論文集を調査した結果、研究発表数は年々増加傾向にあるが、いまだに多くの
問題が解決されるに至っていないとしている。これらの先行研究から、健康で早期離職に陥
ることなく長く働くことを可能にするためには、精神・身体の両面から捉えた体力の維持・
増進や、環境、人間関係などから受けるストレスへの防衛能力、回復能力などを備えておく
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ことが必要といえる。先行研究に見られたように、保育者自身が健康を保つことはより良い
保育教育が行えることからも重要であるといえる。しかし、新人保育者の場合、早く仕事を
覚え、職場の環境に慣れるよう、日々の多忙さに追われ自身の健康管理が後回しになってし
まうケースが多いといえる。その結果、体力の回復ができず、疲労が重なり慢性疲労となる。
肉体的慢性疲労が長期化すると、精神的疲労を引き起こし、心と体のバランスが崩れ著しい
精神的スランプに陥ることになる。精神的バランスが崩れスランプが長期化すると、回復が
難しい心の問題が生じるようになる。そのため、保育活動に必要な体力、的確な判断力、精
神力などが奪われていくことになる。この様な肉体的、精神的ストレスを受けても、ストレ
スに立ち向かいそれらを跳ね返し、立ち直るポジティブな力であるレジリエンスが備わって
いれば、早期離職せず、保育職者として描いた「子ども教育」の夢が実現できるといえる。
この様に、レジリエンスが身につけられているかどうかが、離職せず、保育活動に専念でき
る重要なカギとなるといえる。 
 自己担当教科である「子どもの保健」は、保育学生が生理機能、運動機能、精神機能など
の観点から子どもの成長・発達、子どもの疾病の特徴、予防法、および適切な対応や衛生管
理について理解し、子どもの健康増進、心身の発育・発達段階を促す保健活動や環境につい
て考察しながら、子どもの事故の特徴、安全管理教育など、心身ともに健康を保持増進する
ための保健知識、認識をもつとともに、それに向けての実践が適切に行われる能力を培う教
科である。この教科は子どもに対する知識を学ぶ項目が全体の 9 割を占めているが、残りの
1 割に保育職を目指す学生の自己管理の学習分野がある。この項目の中で学ぶ自己管理は、
身だしなみや、自身の病気に対するもので保育学生自身のレジリエンスを身につける内容の
項目は見当たらない。多くの深い知識を身につけても、現場でそれらを発揮する力がなけれ
ば、早期離職などの現状を招いてしまう。子どもに対する保健の知識を深めるとともに、学
生のうちにレジリエンスを高めておくことが、保育現場に出て早期離職をしないようにスム
ーズに現場に移行できる要因の一つとして有効ではないかと考える。そこで本研究は、レジ
リエンスが学生時代にはどの程度あるのか実態調査し現状を把握すること、また得られた結
果から、「子どもの保健」科目の自己管理分野でのレジリエンス教育の必要性について検討す
ることを目的とする。 
 
２．研究の方法  
1）対象者と調査期間 
調査は A 短期大学に所属する保育女子学生 205 名（1 年生 32 名、2 年生 173 名）を対象
とし、S-H 式レジリエンス検査 9 を用い学生のレジリエンスについて調査した。調査期間は
2015 年 4 月上旬にて実施した。 
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S-H 式レジリエンス検査とは、27 項目の質問からなるパートⅠと、8 項目の質問からなる
パートⅡで構成されている。パートⅠでは、第 1 因子「ソーシャルサポート：家族、友人、
同僚などの周囲の人たちからの支援や協力などの度合いに対する本人の感じ方」第 2 因子「自
己効力感：問題解決をどの程度できるかなどの度合いについての本人の感じ方」、第 3 因子「社
会性：他者とのつき合い方における親和性や協調性の度合いなどについての本人の感じ方」
の 3 因子の構造からなっている。回答は、全くそうである 5 点とし、全くそうでない、を 1
点とした 5 件法で回答を求めるようになっている。パートⅡでは、判定表に当てはめ「仕事
に対するチャレンジ精神」「問題解決への態度」「職場での感情統制」「協力関係」を小計１と
し、レジリエンスが高い順をⅠ＞Ⅱ＞Ⅲ＞Ⅳとしている。「社会的関係の維持」「積極的思考」
「自己開示」「能力・業績の自己評価」を小計 2 とし、レジリエンスが高い順をⅠ＞Ⅲ＞Ⅱ＞
Ⅳとしている。小計 1 と小計 2 の合計から、内在的態度思考（内心）、外顕的態度思考（行動）
であるかを判断する検査法である。 
2）分析の視点、方法 
レジリエンス分析は「1 年生」「2 年生」の 2 群に分類し、実態調査および学年による比較
検討を行った。 
分析： 
（1）学年ごとのレジリエンス分析 
 収集した 1 学年、2 学年のデータを統計処理し各学年によるレジリエンスを分析した。
パートⅠで因子ごと、および 3 因子合計のレジリエンス能力を求めた。パートⅡで、内在的
態度思考（内心）、外顕的態度思考（行動）の実態を求めた。 
（2）1年生・2年生のレジリエンス比較分析 
学年の対応比較では、1 年生の人数が 32 人、2 年生の人数が 173 名人数に差があるため、
2 年生のデータからランダムに 32 名を抽出し、1 年生のデータ数と同一の数で比較検討を行
った。比較内容は、パートⅠで、3 つの因子、レジリエンス得点についてどのような特徴、
差異があるかを検討した。パートⅡで、小計 1、2 の 8 項目から、内在的態度思考（内心）、
外顕的態度思考（行動）でどのような特徴があるのか比較・検討した。 
統計分析は SPSS statistics for Windows Ver.20 を用い、すべての検定において有意水準
5%未満として、ソーシャルサポート因子、自己効力感因子、社会性因子の 3 因子、そして各
群のレジリエンス得点について t 検定による検定を行った。また、検査 8 項目に関しては、
χ²検定を行い Pearson のχ²の漸近有意確立（両側）および 0 セルの期待度数が 20%以上と
なっているときには、Fisher の直説法である正確有意確立（両側）で有意差を判断した。 
3）倫理的配慮 
研究対象者には調査の趣旨、方法、研究の協力は自由意思であること、得られた情報は個
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人を特定できないよう無記名とし、記号化して適切な処理を行うこと、調査結果については、
研究以外の目的でデータを使用しないことについて口頭で説明し、協力が得られた者に検査
用紙を配布、調査を実施した。 
 
３．結果  
検査用紙回収数および有効回答数（回答率）は1年生32名、2年生167名合計199名（100%）
となった。 
１）分析１：各学年のレジリエンス分析 
保育学生の学年別の群ごとに、ソーシャルサポート因子、自己効力感因子、社会性因子の
各因子の得点、レジリエンス得点（3 因子の合計得点）の平均、標準偏差、中央値を表 1 に
示す。 
 
表1　学年ごとのレジリエンスおよび構成因子の得点の比較
平均 標準偏差 中央値
レジリエンス得点 103.81 11.258 105.0
ソーシャルサポート 52.81 4.902 53.0
自己効力感 33.59 3.983 35.0
社会性 18.34 3.209 19.0
レジリエンス得点 103.92 10.318 106.5
ソーシャルサポート 51.93 5.650 53.0
自己効力感 34.06 4.194 34.0
社会性 18.23 3.265 18.0
１年生
（n=32）
2年生
(n=173)
 
 
（1）1年生の分析結果 
1 年生では、ソーシャルサポート因子は 52.81 点で「普通」、自己効力感因子は 33.59 点で
「普通」、社会性因子は 18.34 点で「普通」となった。各因子の得点の総合であるレジリエン
ス得点は、103.81 点で「普通」との結果となった。また、パートⅡの得点では、表 2 より小
計 1、2 の合計から「社会的関係の維持」「積極的思考」「自己開示」「能力・業績の自己評価」
のレジリエンスがⅠで高く、次いで「仕事に対するチャレンジ精神」「問題解決への態度」が
Ⅱで高く、次いで「職場での感情統制」がⅢとなった。パートⅡの合計では表 3 検査判定表
の判定、表 6 によりⅡが 46.9％でもっとも高く、次いでⅠが 43.8％、Ⅲが 6.3％で、Ⅳが 3.1％
の順となり、外顕的態度志向では消極的、内潜的態度志向では積極的となり、考え方は積極
的であるが、実際の行動は消極的である傾向を示した。 
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n=32
人 （%） 人 （%） 人 （%） 人 （%）
Ⅰ 4 12.5 13 40.6 5 15.6 16 50.0
Ⅱ 25 78.1 17 53.1 7 21.9 1 3.1
Ⅲ 2 6.3 2 6.3 10 31.3 14 43.8
Ⅳ 1 3.1 0 0.0 10 31.3 1 3.1
人 （%） 人 （%） 人 （%） 人 （%）
Ⅰ 20 62.5 20 62.5 17 53.1 15 46.9
Ⅱ 9 28.1 11 34.4 13 40.6 6 18.8
Ⅲ 2 6.3 0 3.1 1 3.1 3 9.4
Ⅳ 1 3.1 1 1.2 1 3.1 8 25.0
表2　1年生による8項目に関するレジリエンス
項目
1「仕事に対する
チャレンジ精神」
2「問題解決への態度」 3「職場での感情統制」 4「協力関係」
項目 5「社会的関係の維持」 6「積極的思考」 7「自己開示」
8「能力・業績の
自己評価」
 
表3　パートⅠの判定表
A B C 合計 A B C 合計
↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑
52 40 20 108 55 38 21 110
51 39 19 107 54 37 20 109
｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜
44 33 16 95 48 32 17 98
43 32 15 94 47 31 16 97
↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
得点
男性 女性
段階
高い
低い
普通
 
C…他者とのつき合いにおける親和性や協調性の度合いなどについての本人の感じ方をあらわす。
B…問題解決を自分でその程度できるかなどの度合いについてんの本人の感じ方をあらわす。
A…家族、友人、同僚などの周囲に人たちからの支援や協力などの度合いに対する本人の感じ方をあらわす。
 
 
（2）2年生の分析結果 
2 年生では、ソーシャルサポート因子は 51.93 点で「普通」、自己効力感因子は 34.06 点で
「普通」、社会性因子は 18.23 点で「普通」となった。各因子の得点の総合であるレジリエン
ス得点は、103.92 点で「普通」との結果となった。また、パートⅡの得点では、表４より小
計 1、2 の合計から「問題解決への態度」「社会的関係の維持」「積極的思考」「自己開示」「能
力・業績の自己評価」のレジリエンスがⅠで高く、次いで「仕事に対するチャレンジ精神」
がⅡと高く、次いで「職場での感情統制」「協力関係」がⅢとなった。パートⅡの合計では表
5 検査判定表の判定、表 6 によりⅠが 48.2％でもっとも高く、次いでⅡが 38.4％、Ⅲが 12.2％
で、Ⅳが 1.2％の順となり、外顕的態度志向は積極的、内潜的態度志向も積極的となり、考え
方と実際の行動がともに積極的である傾向を示した。 
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表4　2年生による8項目に関するレジリエンス n=164
人 （%） 人 （%） 人 （%） 人 （%）
Ⅰ 44 26.8 76 46.3 25 15.0 73 43.7
Ⅱ 102 62.2 73 44.5 41 24.6 2 1.2
Ⅲ 13 7.9 13 7.9 81 48.5 88 52.7
Ⅳ 5 3.0 2 1.2 17 10.2 1 .6
人 （%） 人 （%） 人 （%） 人 （%）
Ⅰ 92 55.1 86 51.5 92 55.1 49 29.3
Ⅱ 40 24.0 68 40.7 43 25.7 43 25.7
Ⅲ 30 18.0 8 4.8 16 9.6 30 18.0
Ⅳ 2 1.2 2 1.2 13 7.8 42 25.1
項目
1「仕事に対する
チャレンジ精神」
2「問題解決への態度」 3「職場での感情統制」 4「協力関係」
項目 5「社会的関係の維持」 6「積極的思考」 7「自己開示」
8「能力・業績の
自己評価」
 
 
p 積極的 n 消極的
p
積
極
的
ｎ
消
極
的
表5　パートⅡの判定表
C 内潜的態度志向
O
外
顕
的
態
度
志
向
考えと実際の行動がともに積極的で
ある傾向を示す
考え方は消極的であるが、行動は積
極的であるよう努める傾向を示す
Ⅰ Ⅲ
考えは積極的であるが、実際の行動
は消極的である傾向を示す
Ⅱ
考えと実際の行動がともに消極的で
ある傾向を示す
Ⅳ
 
表6　学年ごとの内心と行動
度数 ％
Ⅰ 14 43.8
Ⅱ 15 46.9
Ⅲ 2 6.3
Ⅳ 1 3.1
Ⅰ 79 48.2
Ⅱ 63 38.4
Ⅲ 20 12.2
Ⅳ 2 1.2
１年生
（n=32）
2年生
(n=164)
 
O:外顕的態度志向…行動し実践しようとする性質
C:内潜的態度志向…自分の考えや意見を心の中で明確にしようとする性質  
 
 
２）分析２：1年生と２年生のレジリエンス比較分析 
保育学生の学年別によるソーシャルサポート因子、自己効力感因子、社会性因子の 3 因子、
レジリエンス得点の差を検討した。いずれも Levene の検定等分散性検定により等分散性し
ているため、t 検定を用いた学年別によるレジリエンス得点の差を表 7 に示す。 その結果、
3 因子の得点、レジリエンス得点のそれぞれともに学年別で有意差は認められなかった。ま
た表 8 に 8 項目でχ²検定を用いて学年ごと比較検討したが、有意差は認められなかった。パ
ートⅠ・Ⅱから総合判定は 1 年生のレジリエンスはあらゆる面で普通の状態であるといえる。
2 年生の総合判定によるレジリエンスは、一般的には普通の状態であるにもかかわらず、「仕
事に対するチャレンジ」「問題解決への態度」「職場での感情統制」「協力関係」「社会的関係
の維持」「積極的思考」「自己開示」「能力・業績の自己評価」などの限られた 8 場面では高い
ということになり、潜在的にレジリエンスが高まる可能性がある結果となった。 
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表7　母数を合わせた学年ごとのレジリエンスおよび構成因子の得点の差
度数 平均値 標準偏差 ｔ検定
レジリエンス得点 32 103.81 11.258
ソーシャルサポート 32 52.81 4.902
自己効力感 32 33.59 3.983
社会性 32 18.34 3.209
レジリエンス得点 32 103.84 11.225
ソーシャルサポート 32 51.84 5.087
自己効力感 32 33.69 4.748
社会性 32 18.22 3.250
t検定
１年生
（n=32）
* p<0.05,　n.s.　not significant　
2年生
(n=32)
n.s
 
              表8　学年別による8項目に関するレジリエンスの比較
n(%) n(%)
Ⅰ 4(12.9) -1.2 8(25.0) 1.2
Ⅱ 24（77.4） 1.5 19（59.4） -1.5
Ⅲ 2（40.0） -0.4 3（60.0） 0.4
Ⅳ 1（3.2） -0.6 2（6.3） 0.6
Ⅰ 12（38.7） -0.7 15（46.9） 0.7
Ⅱ 17（54.8） 1.1 13（40.6） -1.1
Ⅲ 2（6.5） -0.8 4（12.5） 0.8
Ⅳ
Ⅰ 5（16.1） -0.8 3（9.4） 0.8
Ⅱ 7（22.6） 1.1 4（12.5） -1.1
Ⅲ 10（32.3） -1.9 18（56.3） 1.9
Ⅳ 9（29.0） 0.7 7（21.9） -0.7
Ⅰ 16（51.6） 1.1 12（37.5） -1.1
Ⅱ 1（3.2） 0.0 1（3.1） 0.0
Ⅲ 13（41.9） -1.1 18（56.3） 1.1
Ⅳ 1（3.2） 0.0 1（3.1） 0.0
Ⅰ 19（61.3） 0.9 16（50.0） -0.9
Ⅱ 9（29.0） 0.1 9（28.1） -0.1
Ⅲ 2（6.5） -1.5 6（18.8） 1.5
Ⅳ 1（3.2） 0.0 1（3.1） 0.0
Ⅰ 19（61.3） 0.7 17（53.1） -0.7
Ⅱ 11（35.5） -0.9 15（46.9） 0.9
Ⅲ
Ⅳ 1（3.2） 1.0 0（0.0） -1.0
Ⅰ 16（51.6） 0.1 15（50.0） -0.1
Ⅱ 13（41.9） 0.9 10（31.3） -0.9
Ⅲ 1（3.2） -1.4 4（12.5） 1.4
Ⅳ 1（3.2） -0.6 2（6.3） 0.6
Ⅰ 14（45.2） 1.4 9（28.1） -1.4
Ⅱ 6（19.4） -0.5 8（25.0) 0.5
Ⅲ 3（9.7） -1.0 6（18.8） 1.0
Ⅳ 8（25.8） -0.2 9（28.1） 0.2
　 * p<0.05,　n.s.　not significant　
χ²検定,　Fisher’s exact test
0.45 n.s
0.54 n.s
0.49 n.s
0.28 n.s
0.82 n.s
0.62 n.s
８．「能力・業績の
自己評価」
３．「職場での感情
統制」
４．「協力関係」
５．「社会的関係の
維持」
６．「積極的思考」
７．「自己開示」
調整済み
残差
１．「仕事に対する
チャレンジ」
２．「問題解決への
態度」
1年生n=32
項目
2年生n=32
調整済み
残差
0.56 n.s
n.s0.46
Cram
er'sV
検定
結果
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表9　先行研究による保育士および一般成人女性のレジリエンス得点
平均 標準偏差 中央値
レジリエンス得点 104.3 11.56 104.0
ソーシャルサポート 51.5 5.87 52.0
自己効力感 34.7 5.42 34.0
社会性 18.1 3.70 19.0
レジリエンス得点 103.4 10.87 104.0
ソーシャルサポート 51.1 6.04 52.0
自己効力感 34.1 5.16 34.0
社会性 18.1 304.00 19.0
保育士
（n=169）
一般先人
女性
（n=1601）
上村（2011：251）の一部  
４．考察 
現代の著しく変化するストレス社会の中、保育者を取り巻く状況も多様に変化し保育者は
常日頃からその対応に日々追われている。身の回りに起こる問題や予想外の出来事に直面し
てしまい挫折をすることも、逆にうまく適応していける人もいる。人はストレスがかかると
ダメージを受けるが、防衛機能が働いて精神状態を元に戻そうとする復元力が備わっている。
しかし、ストレス問題に対してうまく適応できない人は、ひとりの力だけでなく他者の力も
借りながら、それらを自ら跳ね除け、回復し、予防するレジリエンスが求められる。レジリ
エンスは、健康でいようとする側面に注意を向けるストレス耐性力であり、近年の精神医学
領域における予防医学観点へのパラダイムシフトの中で注目されている概念である 10。 
本研究の目的は一つ目に、スムーズに現場に移行できるよう、学生のうちにレジリエンス
を高めておくことが、保育現場に出て早期離職をしない一つの要因として有効ではないかと
考え、レジリエンスが学生にはどの程度あるのか実態調査することであった。学生の年齢や
経験の面からレジリエンスは低いと研究者は予想をしていたが、今回の結果から、レジリエ
ンスの 3 因子となるソーシャルサポート因子、自己効力感因子、社会性因子の各因子の得点、
総合得点のレジリエンス得点では、1 年生、2 年生とも差はなくどちらも「普通」という標準
レベルのレジリエンスであった。本研究にも使用した「S－H 式レジリエンス検査」から保
育士のレジリエンス結果を出している上村の先行研究 10のレジリエンス得点、および検査標
準化の際に基準となった一般成人女性のレジリエンス得点を表 9 に示す。上村は保育経験年
数が 5 年未満から 20 年以上の対象者に対し、経験年数が 5 年未満の保育士を「新人」、5 年
以上 20 年未満の保育士を「中堅」、経験年数 20 年以上を「ベテラン」に分類し分析してい
る。レジリエンス得点は、「新人」「中堅」「ベテラン」の順に高くなるという結果である。今
回の結果である１年生、2 年生の得点と比較すると保育士全体の平均と各学年とも同程度の
得点であった。また、その中でも今回の 1、2 年生は保育士「中堅」の得点と同程度の点数で
あった。経験豊かな中堅と学生が同程度の点数が出ている背景には様々な要因が考えられる
が、これは、養成校にいる学生は教員などに素早くアドバイスをもらえることや、同じ目的
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を持つ仲間との話し合いが身近にできることなど、ソーシャルサポートを受けやすい環境で
あることが考えられる。課題が明確であり、積極的にこなそうと努力できる環境からも、自
己効力感が高いといえる。学生同士は夢など目的がほぼ同じ方向性のため、つきあいやすい
仲間作りがしやすい環境でもあると考えられ、現在レジリエンスが維持できているものと思
われる。また、上村の先行研究による、新人のレジリエンスより、今回の学生のレジリエン
スが高かったことは、現場に出る新人保育者は、人や物すべての環境が変わり関係性を一か
ら作り上げていくことになり、レジリエンスが学生時代より低くなることによるものと考え
られる。獲得している標準レベルのレジリエンスを現場でも維持し、より向上させることが、
離職や休職を予防する一つであるといえる。ソーシャルサポートを充実させるためには、上
司や同僚との連携や相談しやすい環境を作ること。仕事を抱え込まずに協力関係を築き協働
作業を行う環境作りに取り組むことなどが有効といえる。その際には社会性にも起因するこ
とから、コミュニケーションスキルのトレーニングを学生時代から取り組んでおくことが有
効であるといえる。学生のうちから現場での環境作りに対応する能力を養うためには、学生
自らが、どうしたら良いかという視点を持ちながら事例を通し、グループワークなどによっ
て話し合うことも有効な方法の一つと考える。また、自己効力感を高めるためには、実習で
の成功体験など実践での活動を再認識し実践する機会を増やすことや、教員などからの賞賛
などが有効であるといえる。 
ネットワークを広げ他人からサポートを受けることができる力が自分にどれだけあるのか
を、判断したものがソーシャルサポート因子である。課題としてあがったものをやり通す能
力がどの程度、今までで身についているのか、判断したものが自己効力感因子である。苦手
なことや嫌なことがあっても、他人と協調していく能力があるのかを判断したものが社会性
因子となる。これらレジリエンスが高い場合は、問題に直面していても感情のコントロール
を適切に行いながら他者と協調し克服しながら未来に肯定的な期待をもって行動できるとい
える。これらの人とコミュニケーションを取りながら行う、リスクへの対応力、危機管理力
は保育職の現場で求められる必要不可欠な能力である。このような力があるからこそ、子ど
もの健康を守る力にも繋がるといえる。子どもの発育、発達の方向性やその速度などから危
険を予測し前もって回避させる危機管理能力では、例えば以前は這い這いのみであった子ど
もが、数日後にはつかまり立ちをし始める。手を伸ばす高さが以前よりも高くなるため、引
っ張って物が落ちてこないように保育室の管理をすることなどのように当たり前のことを、
忙しい中でも常に冷静に全体を的確に判断できる能力を備えていること。リスクでは、例え
ば乳幼児は体調を崩しやすい特徴がある。大人のミニチュア版ではなく、子ども独自の体の
構造していることを理解しておかなければならない。骨格や筋肉や精神面などにおいても子
どもの身体の特徴を捉えておかないと、体調が急変した時に対応が遅れることがある。また、
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子どもは予想外の動きをすることもあり、できるだけ子どもの思考を予測しながら付き添わ
なければならない。子どもは危険と常に一緒であることを理解しておかなければならない。
また救急対応が必要な場合も、慌てることなく状況を判断し、他の保育者と連携をはかりな
がら的確な処置をすることや、救急車を呼ぶこと、保護者に連絡すること、他の子どもに気
を配ることなど、実際におこる可能性を常に想定して学生時代から訓練しておかなければな
らないといえる。このような場面でも知識や技術だけでなくレジリエンスが大きく関与する
と考えられる。 
「子どもの保健」で、学生は、生理機能、運動機能、精神機能などから子どもの成長・発
達過程を学び、子どもの疾病の特徴、予防法、および適切な対応や衛生管理について理解を
深めている。母子保健施設、サービスについても広く知識を得て現代的課題を理解している。
しかし、レジリエンスがなければ、職場で十分な能力を発揮することはできない。保育者自
身が肉体的にも精神的にも健康で職場内でレジリエンスを活かせる状態にあってこそ、安全
で適切な保育活動が可能であるといえる。これらのことから、「子どもの保健」の最終履修項
目としてあげられている、「保育者を目指す学生の自己管理」項目にレジリエンス能力を訓練
し高める内容を加え教育することは、学生が卒業後、豊かな保育者として仕事に従事するう
えで必要不可欠であると考える。 
 
５．結語 
１．S-H 式レジリエンス検査によるレジリエンス測定は、学生のレジリエンス状態を把握す
る方法として有用であった。 
２．新卒退職者が多い今日、レジリエンスは職場の環境を自ら対応するうえで必要であると
いえる。 
３．「子どもの保健」科目に、レジリエンス教育を導入し、学生時代よりレジリエンスを養う
ことは豊かな保育職者生活を送るうえで必要であるといえる。 
 
６．今後の課題 
本研究では、1 場面として横断的にアンケートを取った。今後は縦断的にレジリエンスが
卒業後、職場環境によってどのように変化をしていくのか、また年代によって特徴があるの
か、継続的に調査し判断すること。1 年生のサンプル数が今回は 2 年生に比べて少なく、そ
のため分析ではランダム抽出を行い、母数を合わせて統計処理をした。今後はさらに 1 年生
などのサンプル数を増やし、十分なデータ数をもって統計処理しより適切な判断が行えるよ
うにすることを今後の課題とする。 
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